
　あわせて、女性活躍推進法第21条の規定に基づき、女性の職業選択に資する情報を公表します。

Ⅰ　北海道特定事業主行動計画の実施状況

１　子育て支援に関する数値目標

　※1　R7に新たに設定した数値目標のため、R6実績なし

　※4　男性の育児休業取得率は、R6は１週間以上、R7は２週間以上の取得率

２　女性活躍推進に関する数値目標

　※　R7に新たに設定した数値目標のため、R6実績なし

３　特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況

　　別紙のとおり

セルフチェックシートの実施率 100% 100.0% 100.0%

管理職員による男性職員の育児計画
チェックシートの作成率 100% 100.0% 100.0%

北海道特定事業主行動計画の実施状況等の公表（R8.7.31）

　次世代育成支援対策推進法第19条第6項並びに女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律

第64号。以下「女性活躍推進法」という。）第19条第6項に基づき、特定事業主行動計画の実施状況を公表します。

項目 目標（R11年度） R6年度 R7年度

育児参加休暇取得率
※1

取得者数※2

100%
79.0%

取得日数※3 68.5%

配偶者出産休暇取得率

取得者数※2

100%
99.4%

取得日数※3 96.4%

育児休業の取得率※4
女性:100%
男性:  85%

女性:100.0%
男性: 65.9%

女 性：100.0％
男 性： 92.2％

職員1人当たりの年休の平均取得日数 15日 13.0日 13.4日

11.7%

項目 目標（R11年度） R6年度 R7年度

　※2　対象年度における対象休暇を１時間以上取得した者の割合

　※3　対象年度における取得可能時間（配偶者出産休暇３日分、育児参加休暇５日分）に対する対象休暇の取得時間の割合

項目 目標（R11年度） R6.4.1 R7.4.1 R8.4.1

本庁係長級への昇任者に占める女性
職員の割合※

30% 29.8%

採用試験の受験者に占める女性の割
合※

35% 35.7%

本庁課長級以上の職に占める女性職
員の割合 12% 10.5% 11.5%

※1
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Ⅱ　女性の職業選択に資する情報

１　職業生活における機会の提供に関する事項

（１）　職員の男女の給与の額の差異（令和７年度）

　ア　全職員に係る情報

　イ　「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報

　（ア）　役職段階別

　（イ）　勤続年数別

【説明欄】

全職員 85.2%

※　地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で定める給料表に基づき決定されており、

　同一の級・号給であれば、同一の額となっている。

役職段階
男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合）

職位区分
男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合）

任期の定めのない常勤職員 89.7%

任期の定めのない常勤職員以外の職員 84.7%

本庁係長相当職 98.7%

本庁主任・主事相当職 104.6%

勤続年数
男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合）

本庁部局長・次長相当職 98.5%

本庁課長相当職 95.1%

本庁課長補佐相当職 99.6%

２１～２５年 93.1%

１６～２０年 87.6%

１１～１５年 93.8%

３６年以上 93.3%

３１～３５年 92.5%

２６～３０年 92.7%

・　任期の定めのない常勤職員以外の職員については、会計年度任用職員に女性職員が多いことなどによる。

６～１０年 95.6%

１～５年 97.5%

・　任期の定めのない常勤職員については、管理職員に男性職員が多いことや、扶養手当や単身赴任手当の受給者に

　男性職員が多いことなどによる。

2



（２）採用した職員に占める女性職員の割合

（３）採用試験の受験者に占める女性の割合

（４）職員に占める女性職員の割合

　※　R5は定期人事異動が6月のため、6/1時点の数値

（５）民間企業等職務経験者（試験採用）の男女別採用実績

（６）管理職に占める女性職員の割合・各役職段階にある職員に占める女性職員の割合

　※1　管理職は本庁課長相当職以上の職

　※2　R5は定期人事異動が6月のため、6/1時点の数値　　

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

36.0% 40.1% 36.0% 31.0% 38.7%

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

R8.4.1

常勤職員 27.8% 28.3% 28.6% 29.4% 29.7%

31.2% 30.4% 31.2% 31.3% 35.7%

R4.4.1 R5.6.1※ R6.4.1 R7.4.1

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

会計年度任用職員 80.4% 80.2% 80.2% 76.3% 77.6%

女性 31人 41人 22人 24人 56人

男性 108人 76人 64人 89人 81人

平均伸び率
（R4.4.1～R8.4.1）

管理職割合 9.1% 9.3% 10.5% 11.5% 11.7% －

R4.4.1 R5.6.1※2 R6.4.1 R7.4.1 R8.4.1

1.6%

本庁課長相当職 10.3% 10.2% 11.6% 13.4% 13.7% 7.4%

本庁部長・次長相当職 6.2% 7.0% 7.6% 6.8% 6.6%

5.3%

本庁係長相当職 20.8% 21.6% 21.9% 23.0% 23.2% 2.8%

本庁課長補佐相当職 10.8% 11.2% 11.3% 11.9% 13.3%

※1

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

R4.4.1 R5.6.1※2 R6.4.1 R7.4.1 R8.4.1

管理職に占める女性職員の割合・

各役職段階にある職員に占める女性職員の割合

管理職割合 本庁部長・次長相当職 本庁課長相当職 本庁課長補佐相当職 本庁係長相当職
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（７）女性に対する職業生活に関する機会の提供に資する制度の概要

　○セクシュアル・ハラスメント等への対策

　　・セクハラ・マタハラ等の定義・具体例とともに各種相談窓口を全職員へ周知

　　・妊娠、出産、育児介護に関するハラスメントの防止に向けたリーフレットの作成

　○特定事業主として実施する教育訓練・研修の概要

　　・主事級から管理職まで各階層別に「女性職員のためのキャリアデザインⅠ～Ⅳ研修」を実施

　○中途採用の概要

　　・民間企業等の職務経験者を対象とする採用試験を実施

　　・過去に道職員として勤務し、結婚、育児、介護等のやむを得ない事情により退職した職員が、再び道での勤務を

      希望した場合に復職できる「ジョブ・リターン制度」による採用選考の実施

２　職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する事項

（１）離職率（R7年度）

18～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59

1.5% 12.6% 26.7% 18.0% 13.1% 10.2% 6.3% 4.4% 7.3%

0.6% 13.0% 30.5% 11.7% 9.1% 11.7% 6.5% 11.7% 5.2%

　※　自己都合により退職した者（59歳以下）の割合

（２）男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況

　ア　男女別の育児休業取得率

男性職員 2.4%

女性職員 4.0%

R3年度

離職率※
離職者の年代別割合

女性職員 100.0% 98.8% 100.0% 100.0% 100.0%

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

男性職員 23.8% 47.5% 57.8% 65.9% 92.2%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

常勤職員（男性）の育児休業取得率

4



　イ　男女別の育児休業の取得期間の分布状況

　ウ　一人当たり一月当たりの平均超過勤務時間の状況（R7年度）

14.2 時間 6.2 時間

　エ　年次有給休暇の取得日数の状況（R7.1.1～R7.12.31）

　オ　職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する制度の概要

　　・ 職場における働き方の見直しやワークライフバランスの確立を図る観点から、より柔軟な働き方の選択肢を

       増やすため「時差出勤制度」や「在宅勤務制度」を導入している。

１週間以上２週間未満 1.4% 0.0%

２週間以上１月以下 37.3% 0.0%

区分 男性 女性

１週間未満 0.0% 0.0%

６月超９月以下 5.7% 47.1%

９月超12月以下 2.1% 25.3%

１月超３月以下 35.9% 1.2%

３月超６月以下 16.9% 3.5%

本庁 本庁以外

本庁係長相当職以下の職員

12月超24月以下 0.7% 17.2%

24月超 0.0% 5.7%

取得日数が５日未満の職員割合 3.3%

平均取得日数 13.4日

１週間以上２週間未満

1.4%

２週間以上１月以下

37.3%

１月超３月以下

35.9%

３月超６月以下

16.9%

６月超９月以下

5.7%

９月超12月以下

2.1%
12月超24月以下

0.7%

常勤職員（男性）

１週間以上２週間未満 ２週間以上１月以下 １月超３月以下 ３月超６月以下

６月超９月以下 ９月超12月以下 12月超24月以下

１月超３月以下

1.2%

３月超６月以下

3.5%

６月超９月以下

47.1%

９月超12月以下

25.3%

12月超24月以下

17.2%

24月超

5.7%

常勤職員（女性）

１月超３月以下 ３月超６月以下 ６月超９月以下 ９月超12月以下 12月超24月以下 24月超
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◇特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況

○ １　子育てしやすい勤務環境の整備等

・　子育て支援制度の趣旨や内容に関する理解度の自己診断を目的とし

た「セルフチェックシート」を配付し、職員の意識啓発を図りました。

・　男性職員の育児休業取得率と子どもの出生時における５日以上の休暇
取得率を見える化し、全庁で共有（本庁各部局、振興局、各種委員会ごと
の取得率の一覧を庁内に公表）しました。

・　管理職員が配偶者の出産を控えた男性職員との面談を通じて、「育児
計画チェックシート」を作成し、育児のための休暇や休業の取得を奨励す
るほか、各部局の幹部職員が対象となる男性職員や所属の管理職員に
直接取得を呼びかけるなど、子育てに伴う休暇や休業の取得しやすい職
場環境づくりをより一層進めました。

・　これまで、職員本人又は配偶者が妊娠・出産したことを申し出た職員に
対して実施していた①妊娠期面談、②育児休業からの復帰前面談に加
え、新たに、③育児休業からの復帰後面談（育児休業からの復帰１月後、
３月後及び６月後に実施）、④育児期両立支援面談（職員の子が１歳11ヶ
月から２歳11ヶ月の間に実施）を実施することとしました。

・　管理職員が職員の状況を把握・管理し、妊娠期から復帰後まで継続的
な支援をしていくため、「管理職員のための子育て職員サポートシート」及
び「育児面談シート」を策定しました。

・　「職員のための子育てサポートブック」を全面的に見直し、令和７年度か
ら新設された育児休業支援手当金制度や、子どもの年齢等に応じて取得
可能な休暇等を整理した「出産・育児に関する休暇・休業制度等早見表」
を追加するなど、職員向けのページを充実させました。

・　「パパの子育て応援ハンドブック」により、実際に育児休業を取得した男
性職員の体験談や配偶者の声、休業中における収入の試算例や育児休
業支援手当金制度を紹介し、育児休業等を取得することへの不安や抵抗
感の解消に努めています。

・　育児休業中の職員が円滑に復職できるよう、テレワークも可能な「慣らし
勤務」（短期間の職場復帰準備体験）を導入しています。

・　安心して育児休業を取得し、子育てに専念できる職場環境づくりを進め
るため、育児休業を取得した職員の代替措置として、産前・産後休暇期間
も含めた任期付職員の積極的な採用などを行っています。

２ 職場や地域における子育て支援

・　未就学児の子どもがいる職員が異動する際の精神的負担の軽減やこれ
から出産・復職を予定している職員の子育てに資するよう、子どもを保育
所や学童保育に通わせている職員から全道の保育所等の地域情報を募
集し、イントラネットで情報提供しています。

・　教育庁と連携し、職員の子どもを職場に招き、職員が働く姿や道庁施設
等を実際に見てもらう「早おき・職場見学デー」を開催しました。

子育て支援に関する

取組
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◇特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況

○ １　女性職員の活躍に向けた総合的な支援

 

・　女性職員の活躍促進やワークライフバランスの推進を図るため、平成27
年４月に、総務部人事局人事課内に「女性職員支援室」を設置し、女性
職員の人事管理の総合調整や女性職員の活躍促進につながる施策の立
案等を行うとともに、女性職員からの仕事と家庭の両立や将来のキャリア
等の相談にワンストップで対応しています。

・　女性職員が自らのキャリア形成や家庭と仕事の両立に関し、先輩女性

職員（メンター）に相談できる「女性職員メンター制度」を導入しています。

２　女性職員の登用等に関する取組

・　女性職員の能力適性や昇任・異動等の意向、家庭環境や勤務地など
人事異動に関する状況等を把握しながら、中長期的な人材育成の方向
性をきめ細かく検討した上で、人事配置を進めるなど、女性職員のキャリ
アプランづくりの支援に向けた取組を実施しています。

・　女性職員の地域への広域的な異動を促進するため、女性職員が転居
を伴う人事異動を行う場合、配偶者と同一の勤務地とするなど、育児や介
護等の状況を勘案した人事上の配慮を行っています。

・　女性職員支援室の職員が、（総合）振興局を訪問し、地域に勤務する女
性職員との仕事と家庭の両立やキャリア形成等に関する個別意見交換を
実施しました。

・主事級から管理職まで各階層別に「女性職員のためのキャリアデザイン
研修」を以下のとおり実施しました。
　Ⅰ～未来創造コース～（主事級）
　Ⅱ～キャリアアップコース～（主任級）
　Ⅲ～リーダーシップ育成コース～（係長級）
  Ⅳ～管理職員エンカレッジコース～（課長補佐級）

女性活躍推進に関す

る取組
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◇特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況

○ ワークライフバラン

スの推進に関する取

組

・　「北海道職員のワークライフバランスの推進に関する指針」に基づき、
「ワークライフバランス推進強化期間」の設定、「勤怠管理システム」や「時
間外勤務マネジメントシート」の活用した職員の勤務時間の把握・分析な
ど、時間外勤務縮減の取組を進めています。

・  ゴールデンウィークや年末年始等の休日に合わせ、長期休暇の取得奨
励期間（リフレッシュウィーク）を設定し、職員が休みやすい環境づくりに取
り組んでいます。

・　職場における働き方の見直しやワークライフバランスの確立を図る観点
から、多様で柔軟な働き方の選択肢を増やすため、「テレワーク」（在宅勤
務・サテライト勤務・モバイルワーク）や「時差出勤制度」を導入し、最終金
曜日を「テレワークデイ」と位置づけ取組を進めています。

・　多様で柔軟な働き方・休み方を実践している職員や職場を紹介した「道
職員ワークスタイル事例集」を作成し、子育てや介護など様々な背景を持
つ職員が安心して働き続けることができる職場環境づくりに取り組んでい
ます。

・　管理職員の人事評価において、部下職員の業務マネジメント及びワー
クライフバランスの推進等に関する目標設定を義務付けているほか、当該
目標を達成するためのプロセス（結果に至るまでの過程において、業務改
善や効率的な業務遂行ができていたか等）を踏まえた上で評価するな
ど、管理職員のマネジメント能力を重視した取組を実施しています。

・　仕事と家庭のバランスを意識した働き方に向けて、職員の意識醸成を図
るため、職員が結婚する際に、知事から職員へ仕事と家庭の両立を後押
しするメッセージを発信しています。
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